
入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 102010001
事務の名称 印鑑登録及び証明事務
部　署 村長　住民課　住民係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 印鑑に係る登録及び証明、廃止届等の受理

事務・業務の根拠法
令等

玉川村印鑑の登録及び証明に関する条例、玉川村印鑑の登録及び証明に関する施行規則

個人情報の対象者の
範囲

玉川村に住所を有し、住民基本台帳法に基づく玉川村の住民基本台帳に記録されている者(満15歳未満の者、成
年被後見人を除く)

事務区分 共通 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録・その他 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成28年3月3日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 1,000人以上5,000人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 アドワールド 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 （株）福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 曲山博貴 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3 玉川村印鑑の登録及び証明に関する条例第3条第2項に基づき、本人が指名した代理人による登録も行える。



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
8 ○ 一般的取扱

事項
基本的事項 整理番号

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

17 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 印影



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 102010002
事務の名称 住民基本台帳に関する事務
部　署 村長　住民課　住民係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 住民基本台帳法に基づき住民の居住関係を登録、公証する。(転入届、転出届、転居届、住民票等の交付など)

事務・業務の根拠法
令等

住民基本台帳法

個人情報の対象者の
範囲

玉川村に住所を登録したことのある住民

事務区分 共通 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 有 外部提供 有
目的外利用の条例根 第1号（法令又は条例）、第2号（本人 外部提供の条例根拠 第1号（法令又は条例）、第2号（本
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

国税徴収法等。村長部局内。確定申告、生活保護認定、市営住宅入居申込、学術研究等に使用。

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

国税徴収法等。国、教育委員会部局内、選挙管理委員会、農業委員会、固定資産評価委員会、議会、他市町村、
警察署。土地収用、DV被害による支援措置、学童の転出・転入通知、学術研究等に使用。

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成28年3月3日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 5,000人以上10,000人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 基礎項目評価
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 アドワールド 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 （株）福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 小針信之 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
4 ○ 個人情報の

収集方法
本人以外 国・他の地

方公共団体
国・他の地
方公共団体

他の市町村 第1号（法
令又は条
例）

住民基本台
帳法

8 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 整理番号

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

11 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 年齢

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

15 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 本籍・国籍

40 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 家族状況

41 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 親族・続柄

42 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 婚姻

43 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 居住状況



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 102010004
事務の名称 個人番号カード事務
部　署 村長　住民課　住民係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 個人番号カードの交付等及び廃止。（有効期間内の住民基本台帳カードの事務を含む）

事務・業務の根拠法
令等

住民基本台帳法

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成17年2月11日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成28年3月3日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 5,000人以上10,000人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 基礎項目評価
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 住民基本台帳システム、住民基本台 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 小針信之 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3 個人情報取扱法令等：行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律、住民基本台

帳法法令等に定める取扱い：個人番号カード及び住民基本台帳カードの交付等及び廃止に関する事項



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
9 ○ 一般的取扱

事項
基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

15 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 本籍・国籍



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 102010005
事務の名称 戸籍の附票事務
部　署 村長　住民課　住民係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 住民基本台帳と戸籍との記録を相互に関連させ、両者の記載を一致させることにより、住民に関する記録の正確性

を確保する。

事務・業務の根拠法
令等

住民基本台帳法

個人情報の対象者の
範囲

玉川村に本籍を有する者

事務区分 共通 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成28年3月3日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 5,000人以上10,000人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 戸籍電算システム・住民基本台帳シス 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 （株）福島情報処理センター システム改修等の必要性 なし
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 小針信之 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3 住民基本台帳法により国、他の地方公共団体より情報提供がある場合有。



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
4 ○ 個人情報の

収集方法
本人以外 国・他の地

方公共団体
国・他の地
方公共団体

他の市町村 第1号（法
令又は条
例）

住民基本台
帳法

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

15 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 本籍・国籍



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 102010006
事務の名称 戸籍事務
部　署 村長　住民課　住民係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 戸籍法に基づき、身分関係を登録することを目的とする。(第1号法定受託事務)(出生届、死亡届、婚姻届、離婚届

等)

事務・業務の根拠法
令等

戸籍法

個人情報の対象者の
範囲

戸籍、除籍に記載されている者

事務区分 共通 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 有 外部提供 なし
目的外利用の条例根 第5号（同一実施機関内で利用又は国 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

健康福祉課（保健センター）

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成28年3月3日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 5,000人以上10,000人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性 なし
条例等の改正内容

システムの名称 戸籍情報システム 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 （株）福島情報処理センター システム改修等の必要性 なし
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名 戸籍謄本、出生証明、死亡診断書、免許証等

入力者名 小針信之 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3 個人情報取扱法令等：戸籍法法令等に定める取扱い：戸籍の謄本等の本人等請求に関する事項



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
9 ○ 一般的取扱

事項
基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

11 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 年齢

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

15 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 本籍・国籍

18 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 その他

40 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 家族状況

41 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 親族・続柄

42 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 婚姻

43 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 居住状況



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 102010007
事務の名称 戸籍証明書等交付事務
部　署 村長　住民課　住民係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 戸籍法に基づき、身分関係を公証する戸籍証明書等の交付を行う。

事務・業務の根拠法
令等

戸籍法

個人情報の対象者の
範囲

戸籍、除籍に記載されている者

事務区分 共通 事務処理委託 なし
記録形態 文書 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成28年3月3日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 5,000人以上10,000人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 戸籍情報システム 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 （株）福島情報処理センター システム改修等の必要性 なし
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名 委任状、戸籍謄本等

入力者名 小針信之 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3 個人情報取扱法令等：戸籍法法令等に定める取扱い：戸籍の謄本等の本人等請求に関する事項



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
職務上請求
書での取得
及び利害関
係人による
取得申請も
含む。

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

11 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 年齢

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

15 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 本籍・国籍

17 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 印影

40 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 家族状況

41 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 親族・続柄

42 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 婚姻



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 102010008
事務の名称 死体(胎)埋火葬許可事務
部　署 村長　住民課　住民係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 埋火葬の許可証、火葬場の使用許可証の交付

事務・業務の根拠法
令等

墓地、埋葬等に関する法律

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 共通 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成28年3月3日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 5,000人以上10,000人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 戸籍システム 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 （株）福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名 死亡届、死産届

入力者名 小針信之 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3 墓地、埋葬等に関する法律、戸籍法により福祉課、警察署等から情報収集有。



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
9 ○ 一般的取扱

事項
基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

15 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 本籍・国籍

41 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 親族・続柄



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 102010009
事務の名称 身分証明事務
部　署 村長　住民課　住民係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 本籍地の市町村において、禁治産者、準禁治産者、成年被後見人、破産者の名簿を整備し、これに基づき身分証

明書を発行する。

事務・業務の根拠法
令等

地方自治法

個人情報の対象者の
範囲

玉川村の本籍人のうち、禁治産者、準禁治産者、成年被後見人、破産者

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成28年3月3日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 30人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 戸籍情報システム 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 （株）福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名 委任状

入力者名 小針信之 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3 戸籍法、後見登記に関する法律、破産法により警察署、法務局情報交換有。



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
4 ○ 個人情報の

収集方法
本人以外 国・他の地

方公共団体
国・他の地
方公共団体

他市町村、
警察署、裁
判所等

第1号（法
令又は条
例）

地方公務員
法、戸籍法
等

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

15 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 本籍・国籍

24 ○ 一般的取扱
事項

経歴・成績 賞罰

27 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 資産状況



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 102010011
事務の名称 相続税法58条の規定による通知事務
部　署 村長　住民課　住民係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 相続税の申告が必要となる者の把握を目的とする通知を作成し、税務課へ送付する。税務課では更に資産状況等

の必要事項を記入後、税務課を経由して税務署へ通知する。(第1号法定受託事務)

事務・業務の根拠法
令等

相続税法

個人情報の対象者の
範囲

死亡又は失踪した者で、玉川村に届出された者の相続人

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成28年3月3日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 5,000人以上10,000人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性 なし
条例等の改正内容

システムの名称 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 システム改修等の必要性 なし
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 小針信之 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3 相続税法により税務課と情報交換有。



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
2 ○ 個人情報の

収集方法
本人以外 同一実施機

関内
同一実施機
関内

税務課 第1号（法
令又は条
例）

相続税法

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

11 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 年齢

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

15 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 本籍・国籍

27 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 資産状況

40 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 家族状況

41 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 親族・続柄



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 102010012
事務の名称 電子証明書事務
部　署 村長　住民課　住民係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 電子証明書の発行、更新

事務・業務の根拠法
令等

電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成28年3月3日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 50人以上100人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断 基礎項目評価
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性 なし
条例等の改正内容

システムの名称 公的個人認証サービス 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 株式会社福島情報処理センター システム改修等の必要性 なし
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 小針信之 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3 個人情報取扱法令等：電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律法令等に定める取扱い：認証業務

情報等の保護



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
9 ○ 一般的取扱

事項
基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 102010013
事務の名称 犯罪人名簿の調製、保管
部　署 村長　住民課　住民係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 検察庁からの既決犯罪通知書等に基づき犯罪人名簿とその見出しを整理する。官公署からの欠格条項に基づく身

分照会に対する回答。また選挙人名簿の管理上収監者の情報などの提供を行う。

事務・業務の根拠法
令等

地方自治法、犯歴事務規程、公職選挙法 他

個人情報の対象者の
範囲

玉川村の本籍人のうち、犯歴のあるもの(道路交通法違反及び自動車の保管場所の確保等に関する法律違反の罪
に係る罰金以下の刑は除く)

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成28年3月3日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 500人以上1,000人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 システム改修等の必要性 なし
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 小針信之 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3 刑事訴訟法、破産法等により、警察署、裁判所等から情報収集あり



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
4 ○ 個人情報の

収集方法
本人以外 国・他の地

方公共団体
国・他の地
方公共団体

警察署、検
察庁

第2号（本
人同意）

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

15 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 本籍・国籍

24 ○ 一般的取扱
事項

経歴・成績 賞罰

40 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 家族状況

41 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 親族・続柄

56 ○ 制限的取扱
事項

思想・信
条・宗教等

犯罪に関す
る事項

国・他の地
方公共団体

検察庁 第2号（本
人同意）



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 102010014
事務の名称 在留関連事務(特別永住許可事務を含む)
部　署 村長　住民課　住民係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 出入国管理及び難民認定法(昭和26年政令第319号)及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者

等の出入国管理に関する特例法(平成3年法律第71号)の規定により市町村が処理する中長期在留者及び特別永
住者に関する事務。

事務・業務の根拠法
令等

出入国管理及び難民認定法、日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特
例法

個人情報の対象者の
範囲

日本国籍を有しない者で、玉川村に住民登録した者。

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 有 外部提供 有
目的外利用の条例根 第1号（法令又は条例）、第2号（本人 外部提供の条例根拠 第1号（法令又は条例）、第2号（本
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

国税徴収法等。村長事務部局関係課。確定申告、生活保護認定、村営住宅入居申込、学術研究等に使用。

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

国税徴収法等。村長事務部局関係課、他の実施機関の関係課、国、他の地方公共団体。土地収用、DV被害によ
る支援措置、学童の転出・転入通知、学術研究等に使用。

開始年月日 平成24年7月9日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成28年3月3日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 50人以上100人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 住民台帳システム、住民基本台帳ネッ 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 システム改修等の必要性 なし
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 小針信之 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3 出入国管理及び難民認定法、日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特

例法、住民基本台帳法に基づき、法務省より情報収集。



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
4 ○ 個人情報の

収集方法
本人以外 国・他の地

方公共団体
国・他の地
方公共団体

法務省 第1号（法
令又は条
例）

入管法

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

15 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 本籍・国籍

40 ○ 一般的取扱
事項

生活事項 家族状況



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 102010015
事務の名称 戸籍副本データ管理システム対応業務
部　署 村長　住民課　住民係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 震災等の災害から戸籍副本データを守るため、遠隔地で安全な保管・管理を行うことを目的としている。（村と戸籍

副本データ管理センター（法務局）との間でLGWAN経由で送受信する。)

事務・業務の根拠法
令等

戸籍法

個人情報の対象者の
範囲

戸籍、除籍に記載されている者

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成25年6月12日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成28年3月3日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 5,000人以上10,000人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性 なし
条例等の改正内容

システムの名称 戸籍副本データ管理システム 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 システム改修等の必要性 なし
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 小針信之 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3 災害時資料の滅失等が発生した場合、全国2カ所の戸籍副本データ管理センター(法務省)より情報収集。



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
9 ○ 一般的取扱

事項
基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

15 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 本籍・国籍



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 102010016
事務の名称 人権擁護事務
部　署 村長　住民課　住民係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 議会の同意を得た人権擁護委員候補者を法務大臣に対し推薦し、委嘱を受けた人権擁護委員が、差別、いじめ、

嫌がらせ、人間関係のトラブル等、人権に関する相談を受ける。

事務・業務の根拠法
令等

人権擁護委員法

個人情報の対象者の
範囲

人権擁護委員及び相談者

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書 処理形態 手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成28年3月3日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 5,000人以上10,000人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性 なし
条例等の改正内容

システムの名称 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 システム改修等の必要性 なし
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 小針信之 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3 同意を得た上で、本人から得た経歴・功績等についての情報を確認するため、人権擁護委員候補者の経歴に関連

する機関・団体等から情報を収集。



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
2 ○ 個人情報の

収集方法
本人以外 同一実施機

関内
同一実施機
関内

村長部局 第1号（法
令又は条
例）

人権擁護委
員法

3 ○ 個人情報の
収集方法

本人以外 他の実施機
関

他の実施機
関

他部局等 第1号（法
令又は条
例）

人権擁護委
員法

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

15 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 本籍・国籍

20 ○ 一般的取扱
事項

経歴・成績 職業・職歴

21 ○ 一般的取扱
事項

経歴・成績 地位

22 ○ 一般的取扱
事項

経歴・成績 資格

24 ○ 一般的取扱
事項

経歴・成績 賞罰



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 102010017
事務の名称 住民基本台帳の一部の写しの閲覧に関する事務
部　署 村長　住民課　住民係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 住民基本台帳の一部の写しの閲覧の申請受付及び閲覧、公表

事務・業務の根拠法
令等

住民基本台帳法

個人情報の対象者の
範囲

玉川村に住所を登録している住民

事務区分 共通 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成28年3月3日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 5,000人以上10,000人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 アドワールド 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 （株）福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名 住民基本台帳

添付書類名 誓約書

入力者名 大野正博 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/

外部
1 ○ 個人情報の

収集方法
本人 本人から収

集
9 ○ 一般的取扱

事項
基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所


